
 
 
 

付 議 第 ４ 号 
 
 

高知県部設置条例等の一部を改正する条例議案に係る意見聴取に関 
する議案 

 
 
 平成 29年２月高知県議会定例会提出予定の別紙議案に係る地方教育行政の組

織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 29 条の規定に基づく高

知県知事からの意見聴取に対し、適当であると認めることについて、高知県教

育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号）第２条第５号の規

定により議決を求めます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 高知県教育委員会事務委任等規則   

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。

   （５）教育予算その他議会の議決を経るべき事件の議案について意見を述べること。 



 

 

別紙 

第   号 

 

高知県部設置条例等の一部を改正する条例議案 

 

高知県部設置条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成29年２月 日提出 

 

高知県知事 尾﨑 正直 

 

高知県部設置条例等の一部を改正する条例 

 

（高知県部設置条例の一部改正） 

第１条 高知県部設置条例（昭和31年高知県条例第41号）の一部を次のように改正する。 

本則中「第158条第１項」を「第158条第１項及び地方教育行政の組織及び運営に関す

る法律（昭和31年法律第162号）第23条第１項」に、「文化生活部、産業振興推進部」

を「文化生活スポーツ部、産業振興推進部、中山間振興・交通部」に改め、本則第１号

キを同号クとし、同号カの次に次のように加える。 

キ 情報化の推進に関する事項 

本則第５号中「文化生活部」を「文化生活スポーツ部」に改め、同号オを削り、同号

カを同号オとし、同号に次のように加える。 

カ スポーツ振興に関する事項 

本則第６号を次のように改める。 

(６) 産業振興推進部 

産業振興の総合的な企画及び調整に関する事項 

本則第12号を本則第13号とし、本則第７号から本則第11号までを１号ずつ繰り下げ、

本則第６号の次に次の１号を加える。 

(７) 中山間振興・交通部 

ア 地域振興の総合的な企画及び調整に関する事項 

イ 公共交通その他運輸に関する事項 

（高知県スポーツ振興審議会条例の一部改正） 

第２条 高知県スポーツ振興審議会条例（昭和37年高知県条例第12号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条中「高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）又は知事」を「知事又



 

 

は高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）」に、「教育委員会又は知事」を

「知事又は教育委員会」に改める。 

第４条中「教育委員会が知事の」を「知事が教育委員会の」に改め、同条第１号中

「学校体育又はスポーツ」を「スポーツ又は学校体育」に改める。 

第８条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（高知県立県民体育館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第３条 高知県立県民体育館の設置及び管理に関する条例（平成17年高知県条例第12号）

の一部を次のように改正する。 

第２条中「高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「知事」に改め

る。 

第３条ただし書、第４条第２項及び第５条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め

る。 

第６条第１項第１号中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第13条第２項ただし書及び第15条第５号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第16条中「、教育委員会規則」を「、規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改

め、同条第２号中「教育委員会が」を「知事が」に、「教育委員会規則」を「規則」に

改める。 

第17条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項中「教育委員会規則」

を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改める。 

第18条、第19条、第20条第１項及び第21条中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第23条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（高知県立武道館の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第４条 高知県立武道館の設置及び管理に関する条例（平成17年高知県条例第13号）の一

部を次のように改正する。 

第２条中「高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「知事」に改め

る。 

第３条ただし書、第４条第２項及び第５条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め

る。 

第６条第１項第１号中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第13条第２項ただし書及び第15条第５号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第16条中「、教育委員会規則」を「、規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改

め、同条第２号中「教育委員会が」を「知事が」に、「教育委員会規則」を「規則」に

改める。 

第17条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第２項中「教育委員会規則」

を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改める。 

第18条、第19条、第20条第１項及び第21条中「教育委員会」を「知事」に改める。 



 

 

第23条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

（高知県立弓道場の設置及び管理に関する条例の一部改正） 

第５条 高知県立弓道場の設置及び管理に関する条例（平成24年高知県条例第55号）の一

部を次のように改正する。 

第２条第１項中「高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）」を「知事」に

改め、同条第２項中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第３条ただし書、第４条第２項及び第５条第１項中「教育委員会」を「知事」に改め

る。 

第６条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

第15条第２項ただし書及び第17条第５号中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第18条中「、教育委員会規則」を「、規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改

め、同条第２号中「教育委員会が」を「知事が」に、「教育委員会規則」を「規則」に

改める。 

第19条第１項及び第２項中「教育委員会」を「知事」に改め、同条第３項中「教育委

員会規則」を「規則」に、「教育委員会に」を「知事に」に改める。 

第20条、第21条、第22条第１項及び第23条中「教育委員会」を「知事」に改める。 

第25条中「教育委員会規則」を「規則」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成29年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際この条例による改正後の高知県部設置条例本則第５号カに規定す

る事項に係る事務に係る法令、条例、教育委員会規則その他の規程（以下この項におい

て「法令等」という。）により教育委員会がした処分その他の行為で現にその効力を有

するもの又はこの条例の施行の日前に法令等の規定により教育委員会に対してなされた

申請その他の行為で、同日以後においては知事が管理し、及び執行することとなる事務

に係るものは、同日以後における法令等の規定の適用については、知事がした処分その

他の行為又は知事に対してなされた申請その他の行為とみなす。 

（高知県公立大学法人に係る評価委員会及び重要な財産に関する条例の一部改正） 

３ 高知県公立大学法人に係る評価委員会及び重要な財産に関する条例（平成20年高知県

条例第46号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「高知県文化生活部」を「高知県文化生活スポーツ部」に改める。 

（高知県いじめ防止対策推進法施行条例の一部改正） 

４ 高知県いじめ防止対策推進法施行条例（平成26年高知県条例第59号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第33条中「高知県文化生活部」を「高知県文化生活スポーツ部」に改める。 



 

 

 



参考資料１ 

高知県部設置条例等の一部を改正する条例議案説明 

 

この条例は、社会経済情勢の変化による行政需要に即応した総合的かつ効率的な政策の

推進を図るため、部の設置及び分掌事務の一部を変更する等の組織改編を行うことに伴

い、関係条例について必要な改正をしようとするものである。 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県部設置条例（抜粋） 

 

旧 

高知県部設置条例（抜粋） 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項及び地方教育

行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第23条

第１項の規定に基づき、高知県に総務部、危機管理部、健康政策

部、地域福祉部、文化生活スポーツ部、産業振興推進部、中山間振

興・交通部、商工労働部、観光振興部、農業振興部、林業振興・環

境部、水産振興部及び土木部を置き、次の事務を分掌させる。 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第158条第１項の規定に基づ

き、高知県に総務部、危機管理部、健康政策部、地域福祉部、文化

生活部、産業振興推進部、商工労働部、観光振興部、農業振興部、

林業振興・環境部、水産振興部及び土木部を置き、次の事務を分掌

させる。 

(１) 総務部 (１) 総務部 

ア 県行政の総合的な企画及び調整に関する事項 ア 県行政の総合的な企画及び調整に関する事項 

イ 議会及び県の行政一般に関する事項 イ 議会及び県の行政一般に関する事項 

ウ 広報広聴に関する事項 ウ 広報広聴に関する事項 

エ 職員に関する事項 エ 職員に関する事項 

オ 県の歳入歳出予算、税その他の財務に関する事項 オ 県の歳入歳出予算、税その他の財務に関する事項 

カ 市町村その他公共団体の行政一般に関する事項 カ 市町村その他公共団体の行政一般に関する事項 

キ 情報化の推進に関する事項  

ク 統計その他他部の主管に属しない事項 キ 統計その他他部の主管に属しない事項 

(２) 危機管理部 (２) 危機管理部 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

(３) 健康政策部 (３) 健康政策部 

健康及び保健衛生に関する事項 健康及び保健衛生に関する事項 

(４) 地域福祉部 (４) 地域福祉部 

ア・イ 略 ア・イ 略 



 

 

(５) 文化生活スポーツ部 (５) 文化生活部 

ア 文化振興に関する事項 ア 文化振興に関する事項 

イ 国際交流に関する事項 イ 国際交流に関する事項 

ウ 男女共同参画に関する事項 ウ 男女共同参画に関する事項 

エ 私立学校及び大学に関する事項 エ 私立学校及び大学に関する事項 

 オ 情報化の推進に関する事項 

オ 消費生活、交通安全その他の県民生活に関する事項 カ 消費生活、交通安全その他の県民生活に関する事項 

カ スポーツ振興に関する事項  

(６) 産業振興推進部 (６) 産業振興推進部 

産業振興の総合的な企画及び調整に関する事項 ア 産業振興の総合的な企画及び調整に関する事項 

 イ 地域振興に関する事項 

 ウ 公共交通、物流その他運輸に関する事項 

(７) 中山間振興・交通部  

ア 地域振興の総合的な企画及び調整に関する事項  

イ 公共交通その他運輸に関する事項  

(８) 商工労働部 (７) 商工労働部 

ア～エ 略 ア～エ 略 

(９) 観光振興部 (８) 観光振興部 

観光に関する事項 観光に関する事項 

(10) 農業振興部 (９) 農業振興部 

ア・イ 略 ア・イ 略 

(11) 林業振興・環境部 (10) 林業振興・環境部 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

(12) 水産振興部 (11) 水産振興部 

水産業に関する事項 水産業に関する事項 



 

 

(13) 土木部 (12) 土木部 

ア～エ 略 ア～エ 略 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県スポーツ推進審議会条例（抜粋） 

 

旧 

高知県スポーツ推進審議会条例（抜粋） 

 

（設置等） （設置等） 

第１条 この条例は、スポーツ基本法（平成23年法律第78号）第31

条に規定する合議制の機関として高知県スポーツ推進審議会（以

下「審議会」という。）を設置するとともに、同条の規定により

審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、スポーツ基本法（平成23年法律第78号）第31

条に規定する合議制の機関として高知県スポーツ推進審議会（以

下「審議会」という。）を設置するとともに、同条の規定により

審議会の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（任務） （任務） 

第２条 審議会は、知事又は高知県教育委員会（以下「教育委員

会」という。）の諮問に応じて次に掲げる事項について調査審議

し、及び当該事項に関して知事又は教育委員会に建議する。 

第２条 審議会は、高知県教育委員会（以下「教育委員会」とい

う。）又は知事の諮問に応じて次に掲げる事項について調査審議

し、及び当該事項に関して教育委員会又は知事に建議する。 

(１) 地方スポーツ推進計画の策定及び変更に関すること。 (１) 地方スポーツ推進計画の策定及び変更に関すること。 

(２) スポーツの指導者等の養成及び資質の向上並びにその活用

に関すること。 

(２) スポーツの指導者等の養成及び資質の向上並びにその活用

に関すること。 

(３) スポーツ施設（スポーツの設備を含む。）の整備等に関す

ること。 

(３) スポーツ施設（スポーツの設備を含む。）の整備等に関す

ること。 

(４) スポーツ事故の防止等に関すること。 (４) スポーツ事故の防止等に関すること。 

(５) スポーツに関する科学的研究の推進等に関すること。 (５) スポーツに関する科学的研究の推進等に関すること。 

(６) 学校における体育の充実に関すること。 (６) 学校における体育の充実に関すること。 

(７) スポーツ産業の事業者との連携等に関すること。 (７) スポーツ産業の事業者との連携等に関すること。 

(８) 顕彰に関すること。 (８) 顕彰に関すること。 

(９) スポーツに係る事業の実施及び奨励に関すること。 (９) スポーツに係る事業の実施及び奨励に関すること。 

(10) スポーツの競技水準の向上に関すること。 (10) スポーツの競技水準の向上に関すること。 



 

 

(11) スポーツ団体に対する補助金等の交付に関すること。 (11) スポーツ団体に対する補助金等の交付に関すること。 

(12) 前各号に掲げるもののほか、スポーツの推進に関し必要な

事項 

(12) 前各号に掲げるもののほか、スポーツの推進に関し必要な

事項 

（任命） （任命） 

第４条 審議会の委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから、

知事が教育委員会の意見を聴いて任命する。 

第４条 審議会の委員及び臨時委員は、次に掲げる者のうちから、

教育委員会が知事の意見を聴いて任命する。 

(１) スポーツ又は学校体育に関する団体の役職員 (１) 学校体育又はスポーツに関する団体の役職員 

(２) 市町村関係団体の役職員 (２) 市町村関係団体の役職員 

(３) 学識経験を有する者 (３) 学識経験を有する者 

（委任） （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、規則で定める。 

第８条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関

し必要な事項は、教育委員会規則で定める。 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県立県民体育館の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

旧 

高知県立県民体育館の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

（設置） （設置） 

第１条 県民の健康で文化的な生活の向上に寄与するため、スポー

ツの振興を図り、併せて行事、催物その他の用に供する施設とし

て、高知県立県民体育館（以下「体育館」という。）を高知市に

設置する。 

第１条 県民の健康で文化的な生活の向上に寄与するため、スポー

ツの振興を図り、併せて行事、催物その他の用に供する施設とし

て、高知県立県民体育館（以下「体育館」という。）を高知市に

設置する。 

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第２条 体育館の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

知事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）にこれを行

わせるものとする。 

第２条 体育館の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）にこれを行わせるものとす

る。 

（休館日） （休館日） 

第３条 体育館の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、知事が特に必要があると認めたとき又は指定管理者

が必要があると認める場合であってあらかじめ知事の承認を得た

ときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができ

る。 

第３条 体育館の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、教育委員会が特に必要があると認めたとき又は指定

管理者が必要があると認める場合であってあらかじめ教育委員会

の承認を得たときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定め

ることができる。 

（利用時間） （利用時間） 

第４条 体育館の主競技場、補助競技場、大会議室及び小会議室の

利用時間は午前８時30分から午後９時まで、室内プールの利用時

間は午前９時から午後８時30分までとする。 

第４条 体育館の主競技場、補助競技場、大会議室及び小会議室の

利用時間は午前８時30分から午後９時まで、室内プールの利用時

間は午前９時から午後８時30分までとする。 



 

 

２ 前項の規定にかかわらず、知事が特に必要があると認めたとき

又は指定管理者が必要であると認める場合であってあらかじめ知

事の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を変更すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認め

たとき又は指定管理者が必要であると認める場合であってあらか

じめ教育委員会の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を

変更することができる。 

（利用の許可等） （利用の許可等） 

第５条 別表第１に定める施設及びその附属設備等（以下「許可施

設等」という。）を利用しようとする者は、指定管理者（体育館

の管理を指定管理者が行うことができない場合にあっては、知

事。次項及び次条において同じ。）の許可を受けなければならな

い。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第５条 別表第１に定める施設及びその附属設備等（以下「許可施

設等」という。）を利用しようとする者は、指定管理者（体育館

の管理を指定管理者が行うことができない場合にあっては、教育

委員会。次項及び次条において同じ。）の許可を受けなければな

らない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（利用の許可の取消し等） （利用の許可の取消し等） 

第６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前

条第１項の許可を取り消し、利用を停止させ、又は許可の条件を

変更することができる。 

第６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前

条第１項の許可を取り消し、利用を停止させ、又は許可の条件を

変更することができる。 

(１) 利用者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又

は指定管理者若しくはその命を受けた者が指示した事項に違反

したとき。 

(１) 利用者がこの条例若しくはこの条例に基づく教育委員会規

則の規定又は指定管理者若しくはその命を受けた者が指示した

事項に違反したとき。 

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略 

２ 略 ２ 略 

（原状回復義務） （原状回復義務） 

第13条 利用者は、その利用を終えたとき又は第６条第１項の規定

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止

させられたときは、直ちに体育館を原状に回復しなければならな

第13条 利用者は、その利用を終えたとき又は第６条第１項の規定

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止

させられたときは、直ちに体育館を原状に回復しなければならな



 

 

い。 い。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第20条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった体育館の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第20条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった体育館の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、教育委員会の承認を得たときは、この限りでな

い。 

（指定管理者が行う業務） （指定管理者が行う業務） 

第15条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 第15条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、体育館の設置の目的を達成す

るために知事が必要があると認める業務 

(５) 前各号に掲げるもののほか、体育館の設置の目的を達成す

るために教育委員会が必要があると認める業務 

（指定管理者の指定の申請） （指定管理者の指定の申請） 

第16条 第２条に規定する指定管理者の指定を受けようとするもの

は、規則で定める申請書に次に掲げる書類を添えて、当該指定に

ついて知事に申請しなければならない。 

第16条 第２条に規定する指定管理者の指定を受けようとするもの

は、教育委員会規則で定める申請書に次に掲げる書類を添えて、

当該指定について教育委員会に申請しなければならない。 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特に必要なものとして規

則で定める書類 

(２) 前号に掲げるもののほか、教育委員会が特に必要なものと

して教育委員会規則で定める書類 

（指定管理者の指定等） （指定管理者の指定等） 

第17条 知事は、前条の規定による申請があったときは、次の各号

のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者を選定

し、議会の議決を経て指定管理者として指定するものとする。 

第17条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、次

の各号のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者

を選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定するものとす

る。 



 

 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

２ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他規則で

定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を知事に届

け出なければならない。 

２ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他教育委

員会規則で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨

を教育委員会に届け出なければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） （事業報告書の作成及び提出） 

第18条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、知事に提出しなければならな

い。ただし、年度の途中において、第20条第１項の規定に基づき

指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30

日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなけれ

ばならない。 

第18条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、教育委員会に提出しなければな

らない。ただし、年度の途中において、第20条第１項の規定に基

づき指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算し

て30日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しな

ければならない。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による体育館の管

理の実態を把握するために知事が必要があると認めるもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による体育館の管

理の実態を把握するために教育委員会が必要があると認めるも

の 

（業務報告の聴取等） （業務報告の聴取等） 

第19条 知事は、体育館の管理の適正を期するため、指定管理者に

対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に応じて

臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることが

できる。 

第19条 教育委員会は、体育館の管理の適正を期するため、指定管

理者に対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に

応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

（指定の取消し等） （指定の取消し等） 

第20条 知事は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従わない

ときその他指定管理者による管理を継続することが適当でないと

認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全

部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

第20条 教育委員会は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従

わないときその他指定管理者による管理を継続することが適当で

ないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業

務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 



 

 

２ 略 ２ 略 

（指定等の告示） （指定等の告示） 

第21条 知事は、次に掲げる場合には、その旨を告示するものとす

る。 

第21条 教育委員会は、次に掲げる場合には、その旨を告示するも

のとする。 

(１) 第17条第１項の規定による指定をしたとき。 (１) 第17条第１項の規定による指定をしたとき。 

(２) 第17条第２項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(２) 第17条第２項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

（委任） （委任） 

第23条 この条例に定めるもののほか、体育館の管理に関し必要な

事項は、規則で定める。 

第23条 この条例に定めるもののほか、体育館の管理に関し必要な

事項は、教育委員会規則で定める。 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県立武道館の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

旧 

高知県立武道館の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

（設置） （設置） 

第１条 武道その他のスポーツの振興を図り、もって県民の心身の

健全な発達に寄与する施設として、高知県立武道館（以下「武道

館」という。）を高知市に設置する。 

第１条 武道その他のスポーツの振興を図り、もって県民の心身の

健全な発達に寄与する施設として、高知県立武道館（以下「武道

館」という。）を高知市に設置する。 

２ 略 ２ 略 

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第２条 武道館の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

知事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）にこれを行

わせるものとする。 

第２条 武道館の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）にこれを行わせるものとす

る。 

（休館日） （休館日） 

第３条 武道館の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、知事が特に必要があると認めたとき又は指定管理者

が必要があると認める場合であってあらかじめ知事の承認を得た

ときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができ

る。 

第３条 武道館の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、教育委員会が特に必要があると認めたとき又は指定

管理者が必要があると認める場合であってあらかじめ教育委員会

の承認を得たときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定め

ることができる。 

（利用時間） （利用時間） 

第４条 武道館の利用時間は、午前８時30分から午後９時までとす

る。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

第３条に規定する休日（別表において「休日」という。）にあっ

第４条 武道館の利用時間は、午前８時30分から午後９時までとす

る。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

第３条に規定する休日（別表において「休日」という。）にあっ



 

 

ては、午前８時30分から午後５時までとする。 ては、午前８時30分から午後５時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事が特に必要があると認めたとき

又は指定管理者が必要があると認める場合であってあらかじめ知

事の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を変更すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認め

たとき又は指定管理者が必要があると認める場合であってあらか

じめ教育委員会の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を

変更することができる。 

（利用の許可等） （利用の許可等） 

第５条 別表第１に定める施設及びその附属設備（以下「許可施

設」という。）を利用しようとする者は、指定管理者（武道館の

管理を指定管理者が行うことができない場合にあっては、知事。

次項及び次条において同じ。）の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第５条 別表第１に定める施設及びその附属設備（以下「許可施

設」という。）を利用しようとする者は、指定管理者（武道館の

管理を指定管理者が行うことができない場合にあっては、教育委

員会。次項及び次条において同じ。）の許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（利用の許可の取消し等） （利用の許可の取消し等） 

第６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前

条第１項の許可を取り消し、利用を停止させ、又は許可の条件を

変更することができる。 

第６条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前

条第１項の許可を取り消し、利用を停止させ、又は許可の条件を

変更することができる。 

(１) 利用者がこの条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又

は指定管理者若しくはその命を受けた者が指示した事項に違反

したとき。 

(１) 利用者がこの条例若しくはこの条例に基づく教育委員会規

則の規定又は指定管理者若しくはその命を受けた者が指示した

事項に違反したとき。 

(２)～(５) 略 (２)～(５) 略 

２ 略 ２ 略 

（原状回復義務） （原状回復義務） 

第13条 利用者は、その利用を終えたとき又は第６条第１項の規定

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止

第13条 利用者は、その利用を終えたとき又は第６条第１項の規定

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止



 

 

させられたときは、直ちに武道館を原状に回復しなければならな

い。 

させられたときは、直ちに武道館を原状に回復しなければならな

い。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第20条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった武道館の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第20条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった武道館の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、教育委員会の承認を得たときは、この限りでな

い。 

（指定管理者が行う業務） （指定管理者が行う業務） 

第15条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 第15条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、武道館の設置の目的を達成す

るために知事が必要があると認める業務 

(５) 前各号に掲げるもののほか、武道館の設置の目的を達成す

るために教育委員会が必要があると認める業務 

（指定管理者の指定の申請） （指定管理者の指定の申請） 

第16条 第２条に規定する指定管理者の指定を受けようとするもの

は、規則で定める申請書に次に掲げる書類を添えて、当該指定に

ついて知事に申請しなければならない。 

第16条 第２条に規定する指定管理者の指定を受けようとするもの

は、教育委員会規則で定める申請書に次に掲げる書類を添えて、

当該指定について教育委員会に申請しなければならない。 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特に必要なものとして規

則で定める書類 

(２) 前号に掲げるもののほか、教育委員会が特に必要なものと

して教育委員会規則で定める書類 

（指定管理者の指定等） （指定管理者の指定等） 

第17条 知事は、前条の規定による申請があったときは、次の各号

のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者を選定

し、議会の議決を経て指定管理者として指定するものとする。 

第17条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、次

の各号のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者

を選定し、議会の議決を経て指定管理者として指定するものとす



 

 

る。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

２ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他規則で

定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を知事に届

け出なければならない。 

２ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他教育委

員会規則で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨

を教育委員会に届け出なければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） （事業報告書の作成及び提出） 

第18条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、知事に提出しなければならな

い。ただし、年度の途中において、第20条第１項の規定に基づき

指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30

日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなけれ

ばならない。 

第18条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、教育委員会に提出しなければな

らない。ただし、年度の途中において、第20条第１項の規定に基

づき指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算し

て30日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しな

ければならない。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による武道館の管

理の実態を把握するために知事が必要があると認めるもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による武道館の管

理の実態を把握するために教育委員会が必要があると認めるも

の 

（業務報告の聴取等） （業務報告の聴取等） 

第19条 知事は、武道館の管理の適正を期するため、指定管理者に

対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に応じて

臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることが

できる。 

第19条 教育委員会は、武道館の管理の適正を期するため、指定管

理者に対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に

応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

（指定の取消し等） （指定の取消し等） 

第20条 知事は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従わない

ときその他指定管理者による管理を継続することが適当でないと

認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全

第20条 教育委員会は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従

わないときその他指定管理者による管理を継続することが適当で

ないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業



 

 

部若しくは一部の停止を命ずることができる。 務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 略 ２ 略 

（指定等の告示） （指定等の告示） 

第21条 知事は、次に掲げる場合には、その旨を告示するものとす

る。 

第21条 教育委員会は、次に掲げる場合には、その旨を告示するも

のとする。 

(１) 第17条第１項の規定による指定をしたとき。 (１) 第17条第１項の規定による指定をしたとき。 

(２) 第17条第２項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(２) 第17条第２項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

（委任） （委任） 

第23条 この条例に定めるもののほか、武道館の管理に関し必要な

事項は、規則で定める。 

第23条 この条例に定めるもののほか、武道館の管理に関し必要な

事項は、教育委員会規則で定める。 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県立弓道場の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

旧 

高知県立弓道場の設置及び管理に関する条例（抜粋） 

 

（設置） （設置） 

第１条 弓道の振興を図り、もって県民の心身の健全な発達に寄与

する施設として、高知県立弓道場（以下「弓道場」という。）を

高知市に設置する。 

第１条 弓道の振興を図り、もって県民の心身の健全な発達に寄与

する施設として、高知県立弓道場（以下「弓道場」という。）を

高知市に設置する。 

（指定管理者による管理等） （指定管理者による管理等） 

第２条 弓道場の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

知事が指定するもの（以下「指定管理者」という。）にこれを行

わせるものとする。 

第２条 弓道場の管理は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

244条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体であって、

高知県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が指定するも

の（以下「指定管理者」という。）にこれを行わせるものとす

る。 

２ 前項の規定により指定管理者に弓道場の管理を行わせる場合に

おいては、知事は、指定管理者の指定を受けようとするものを公

募するものとする。ただし、弓道場の適正な管理を確保するため

公募を行わないことについて相当の理由がある場合は、知事が適

当であると認める法人その他の団体を指定管理者の候補者として

選定することができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に弓道場の管理を行わせる場合に

おいては、教育委員会は、指定管理者の指定を受けようとするも

のを公募するものとする。ただし、弓道場の適正な管理を確保す

るため公募を行わないことについて相当の理由がある場合は、教

育委員会が適当であると認める法人その他の団体を指定管理者の

候補者として選定することができる。 

（休館日） （休館日） 

第３条 弓道場の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、知事が特に必要があると認めたとき又は指定管理者

が必要があると認める場合であってあらかじめ知事の承認を得た

ときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定めることができ

第３条 弓道場の休館日は、12月29日から翌年の１月３日までとす

る。ただし、教育委員会が特に必要があると認めたとき又は指定

管理者が必要があると認める場合であってあらかじめ教育委員会

の承認を得たときは、休館日を変更し、又は臨時に休館日を定め



 

 

る。 ることができる。 

（利用時間） （利用時間） 

第４条 弓道場の利用時間は、午前８時30分から午後９時までとす

る。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

第３条に規定する休日（別表において「休日」という。）にあっ

ては、午前８時30分から午後５時までとする。 

第４条 弓道場の利用時間は、午前８時30分から午後９時までとす

る。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

第３条に規定する休日（別表において「休日」という。）にあっ

ては、午前８時30分から午後５時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、知事が特に必要があると認めたとき

又は指定管理者が必要があると認める場合であってあらかじめ知

事の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を変更すること

ができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が特に必要があると認め

たとき又は指定管理者が必要があると認める場合であってあらか

じめ教育委員会の承認を得たときは、同項に規定する利用時間を

変更することができる。 

（利用の許可等） （利用の許可等） 

第５条 弓道場の射場（近的射場及び遠的射場をいう。）又は会議

室（これらの附属設備を含む。以下「利用施設」という。）を利

用しようとする者は、指定管理者（弓道場の管理を指定管理者が

行うことができない場合にあっては、知事。以下この条並びに次

条及び第８条において同じ。）の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

第５条 弓道場の射場（近的射場及び遠的射場をいう。）又は会議

室（これらの附属設備を含む。以下「利用施設」という。）を利

用しようとする者は、指定管理者（弓道場の管理を指定管理者が

行うことができない場合にあっては、教育委員会。以下この条並

びに次条及び第８条において同じ。）の許可を受けなければなら

ない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

２・３ 略 ２・３ 略 

（利用する者の責務） （利用する者の責務） 

第６条 弓道場を利用する者は、弓道場内の秩序を尊重し、この条

例及びこの条例に基づく規則の規定並びに指定管理者及びその命

を受けた者の指示に従わなければならない。 

第６条 弓道場を利用する者は、弓道場内の秩序を尊重し、この条

例及びこの条例に基づく教育委員会規則の規定並びに指定管理者

及びその命を受けた者の指示に従わなければならない。 

（原状回復義務） （原状回復義務） 

第15条 利用者は、その利用を終えたとき又は第８条第１項の規定 第15条 利用者は、その利用を終えたとき又は第８条第１項の規定



 

 

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止

させられたときは、弓道場を原状に回復しなければならない。 

に基づき第５条第１項の許可を取り消され、若しくは利用を停止

させられたときは、弓道場を原状に回復しなければならない。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第22条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった弓道場の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、知事の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき又は第22条第１

項の規定に基づき指定を取り消され、若しくは期間を定めて業務

の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった弓道場の施設、設備等を速やかに原状に回復しなければな

らない。ただし、教育委員会の承認を得たときは、この限りでな

い。 

（指定管理者が行う業務） （指定管理者が行う業務） 

第17条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 第17条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 

(５) 前各号に掲げるもののほか、弓道場の設置の目的を達成す

るために知事が必要があると認める業務 

(５) 前各号に掲げるもののほか、弓道場の設置の目的を達成す

るために教育委員会が必要があると認める業務 

（指定管理者の指定の申請） （指定管理者の指定の申請） 

第18条 第２条第２項本文の規定により指定管理者の公募を行った

場合において、同条第１項に規定する指定管理者の指定を受けよ

うとするものは、規則で定める申請書に次に掲げる書類を添え

て、当該指定について知事に申請しなければならない。 

第18条 第２条第２項本文の規定により指定管理者の公募を行った

場合において、同条第１項に規定する指定管理者の指定を受けよ

うとするものは、教育委員会規則で定める申請書に次に掲げる書

類を添えて、当該指定について教育委員会に申請しなければなら

ない。 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(１) 前条各号に掲げる業務（以下「業務」という。）に係る事

業計画書 

(２) 前号に掲げるもののほか、知事が特に必要なものとして規

則で定める書類 

(２) 前号に掲げるもののほか、教育委員会が特に必要なものと

して教育委員会規則で定める書類 

（指定管理者の指定等） （指定管理者の指定等） 

第19条 知事は、前条の規定による申請があったときは、次の各号 第19条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、次



 

 

のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者を選定

するものとする。 

の各号のいずれにも該当するもののうちから指定管理者の候補者

を選定するものとする。 

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略 

２ 知事は、第２条第２項ただし書の規定に基づき又は前項の規定

により指定管理者の候補者を選定したときは、議会の議決を経て

指定管理者として指定するものとする。 

２ 教育委員会は、第２条第２項ただし書の規定に基づき又は前項

の規定により指定管理者の候補者を選定したときは、議会の議決

を経て指定管理者として指定するものとする。 

３ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他規則で

定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨を知事に届

け出なければならない。 

３ 指定管理者は、その名称、主たる事務所の所在地その他教育委

員会規則で定める事項に変更があったときは、遅滞なく、その旨

を教育委員会に届け出なければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） （事業報告書の作成及び提出） 

第20条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、知事に提出しなければならな

い。ただし、年度の途中において、第22条第１項の規定に基づき

指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30

日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなけれ

ばならない。 

第20条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、次に掲げる事項

を記載した事業報告書を作成し、教育委員会に提出しなければな

らない。ただし、年度の途中において、第22条第１項の規定に基

づき指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算し

て30日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しな

ければならない。 

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による弓道場の管

理の実態を把握するために知事が必要があると認めるもの 

(４) 前３号に掲げるもののほか、指定管理者による弓道場の管

理の実態を把握するために教育委員会が必要があると認めるも

の 

（業務報告の聴取等） （業務報告の聴取等） 

第21条 知事は、弓道場の管理の適正を期するため、指定管理者に

対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に応じて

臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることが

できる。 

第21条 教育委員会は、弓道場の管理の適正を期するため、指定管

理者に対して、業務及びその経理の状況に関し定期に又は必要に

応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 



 

 

（指定の取消し等） （指定の取消し等） 

第22条 知事は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従わない

ときその他指定管理者による管理を継続することが適当でないと

認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全

部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

第22条 教育委員会は、指定管理者が前条の規定に基づく指示に従

わないときその他指定管理者による管理を継続することが適当で

ないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて業

務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

２ 略 ２ 略 

（指定等の告示） （指定等の告示） 

第23条 知事は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その旨を

告示するものとする。 

第23条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、そ

の旨を告示するものとする。 

(１) 第19条第２項の規定による指定をしたとき。 (１) 第19条第２項の規定による指定をしたとき。 

(２) 第19条第３項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(２) 第19条第３項の規定による名称又は主たる事務所の所在地

の変更に係る届出があったとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

(３) 前条第１項の規定に基づき指定を取り消し、又は期間を定

めて業務の全部若しくは一部の停止を命じたとき。 

（委任） （委任） 

第25条 この条例に定めるもののほか、弓道場の管理に関し必要な

事項は、規則で定める。 

第25条 この条例に定めるもののほか、弓道場の管理に関し必要な

事項は、教育委員会規則で定める。 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県公立大学法人に係る評価委員会及び重要な財産に関

する条例（抜粋） 

 

旧 

高知県公立大学法人に係る評価委員会及び重要な財産に関

する条例（抜粋） 

 

（庶務） （庶務） 

第７条 委員会の庶務は、高知県文化生活スポーツ部において処理

する。 

第７条 委員会の庶務は、高知県文化生活部において処理する。 

 



 

 

新      旧      対      照      表 

新 

高知県いじめ防止対策推進法施行条例（抜粋） 

 

旧 

高知県いじめ防止対策推進法施行条例（抜粋） 

 

（庶務） （庶務） 

第７条 再調査委員会の庶務は、高知県文化生活スポーツ部におい

て処理する。 

第７条 再調査委員会の庶務は、高知県文化生活部において処理す

る。 

 

 


